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温  暖  化 

 

東京電力など大手電力と新電力各社は、CO2 の排

出削減を監視する新組織を設立したと発表しました。

会員の 36社に毎年度、削減目標と実績の報告を求め、

努力が不十分な場合は除名も含む罰則を科します。

排出の約 4割を占める電力業界が厳しい自主規制を

打ち出すことで、地球温暖化対策の新たな枠組みで

ある「パリ協定」への日本の対応が前進します。 

 

（2016.2.9 日経朝刊より） 

2015年の世界の平均気温は過去最高を記録しま

した。温暖化が加速するのではないかとみる専門家

もいます。 

 

（2016.2.26 朝日朝刊より） 

 

政府は2050年に温暖化ガスを現在より80%減らす

長期目標を明記しました。 

 

（2016.2.29 日経夕刊より） 

エネルギー問題は何を議論すべきか？  

 

 

 

3.11 以降私たちはどのようなエネルギーを使うべきか、 

また将来に向け、今どのような電源構成が必要か 

2016 年 3月 1 日 
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電    力 

 

４月に家庭でも電器の契約先を自由に選べるよう

になるのにあわせ、大手電力や新規参入組の主な新

料金プランが出そろいました。各社が競う主戦場は

電気を多く使う家庭向けで、割引プランの選択肢が

増えそうです。一方で、使う量が多くない単身世帯

や新規参入が少ない地域では、安くなる選択肢が少

ない状況です。 

 

（2016.2.3 朝日朝刊より） 

 

経済産業省は４月の電力の小売り自由化を控え、

新規参入を含む電力の小売り事業者が守るべき「営

業指針」をまとめました。原子力や火力などの発電

方式の比率を示す電源構成や、標準的な月額料金の

開示も促しています。 

 

（2016.2.3 日経朝刊より） 

 

東京ガスは中堅ガス会社を通じ、Ⅰ都７県で家庭

向けに電力を販売します。 

 

（2016.2.4 日経朝刊より） 

 

４月からの電力の小売りが全面自由化されるのを

前に高みゅう先の変更を決めた消費者が関東と関西

で約 5 万 4000 件に上ることが分かりました。 

 

（2016.2.5 日経朝刊より） 

 

セブンーイレブン・ジャパンは、北海道内の大半

の店舗の電力を伊藤忠商事系の新電力から調達しま

す。3 月末までに実施予定で、既に 8 割の 550 店で

対応してきました。 

（2016.2.9 日経朝刊より） 

 

4 月から電力小売りの全面自由化を控え、日本の

電力が市場の時代を迎えようとしています。 
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（2016.2.9 日経朝刊より） 

電力自由化は燃料の調達に変革を迫るだけでなく、

電力取引の拡大に向けた起爆剤となります。 

 

（2016.2.11 日経朝刊より） 

 

家庭でも電気の契約先を自由に選べる電力小売り

の「完全自由化」が 4 月から始まります。大手 10

社で独占してきた市場に、企業向けを含め 160 を超

す事業者が参入を表明しました。 

 

（2016.2.12 朝日朝刊より） 

 

住友商事はアフリカで発電所事業を拡大します。

モザンビークで IHI と組み、日本企業として同国で

初めてとなる火力発電所の建設を約170億円で受注

しました。 

 

（2016.2.17 日経朝刊より） 

 

大手電力以外で電力を販売する「新電力」では 5

位の「日本ロジテック共同組合」が東京電力に対し、

送電線を使う「託送契約」の廃止を申し入れている
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ことが分かり、電力事業から撤退すると見られてい

ます。 

 

（2016.2.24 朝日朝刊より） 

 

4 月の電力小売り全面自由化を前に、自治体が電

力会社をつくる動きが広がっています。 

 

（2016.2.25 朝日朝刊より） 

 

大阪ガスと出光興産は LNG を燃料とする火力発

電所を建設すると発表しました。2020 年代前半から

後半にかけて段階的に発電します。発電能力は最大

約 180 万 kW で、300 万世帯ほどの家庭に電気を送

れる規模です。 

（2016.2.25 朝日朝刊より） 

【電力全面自由化の課題】 

家庭での温暖化対策強化には量的規制を軸に、需

給圧迫時には料金の上昇を通じ需要抑制を、そして

総括原価主義に代わる制度的措置が必要です。 

 

（2016.2.26 日経朝刊より） 

 

天 然 ガ ス 

 

英欄ロイヤル・ダッチ・シェルによる英 BG グル

ープ買収が完了しました。LNG 市場での影響力拡

大を狙いシェアは 2 割弱に高まるものの、原油安に

よる市況の低迷で逆風下での船出となります。一方

米国ではシェールガス革命を受け、月内にも本土初

の LNG 輸出が始まります。供給者の集約と新たな

供給の開始という相反する動きが同時に進み、LNG

市場は不透明さが増しています。世界最大の輸入国、

日本への影響は必至です。 
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（2016.2.16 日経朝刊より） 

発電に使う燃料価格が一段と下げています。発電

用石炭は 1 ㌧ 50 ㌦を下回り、10 年ぶりの安値をつ

けました。LNGも約 6年ぶりの安値圏にあります。

原油安もエネルギー価格全体を押し下げ、電力各社

の燃料調達費を抑え、電力・ガス料金の引き下げに

寄与します。 

 

 

（2016.2.16 日経朝刊より） 

2017 年 4 月に始まる家庭向け都市ガス販売の自

由化にあわせ、関西電力は近畿地区で電力とガスの

セット販売を始める方針を決めました。 

（2016.2.17 朝日朝刊より） 

 

地中のシェール層から原油や天然ガスを生産する

米国のシェール企業の経営が一段と厳しくなってい

ます。 

 

（2016.2.26 日経朝刊より） 

 

再 エ ネ 

 

パナソニックが、太陽電池で主力拠点の一つであ

る二色浜工場の生産を休止します。太陽光発電の買

い取り価格は年々下がっていて、国内の需要回復の

めどは立っていません。 

 

（2016.2.9 朝日朝刊より） 
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J パワーは北九州市に藻から燃料油を生産する実

証実験設備を設け、5 月めどに稼働させます。1 日

あたり４㍑程度を製造し、2030 年に１㍑あたり 500

円程度での生産を目指します。 

（2016.2.9 日経夕刊より） 

 

世界の再生可能エネルギー分野への投資先がかつ

て主役だった欧州から新興国へ移っています。 

 

（2016.2.13 日経夕刊より） 

4 月から始まる電力の自由化で、一般家庭で再生

可能エネルギーの電気の供給ができるのは水戸電力、

Looop、みんな電力、みやまスマートエネルギーの 4

社にとどまっています。 

 

（2016.2.29 朝日朝刊より） 

 

原    発 

 

東京電力が福島第一原発の汚染水対策の柱として

建設している凍土壁が、地下水の動きによっては汚

染水の増加を抑えるどころか、逆に汚染水が漏れ出

すおそれがあるとして、原子力規制委員会が凍結開

始を認可しない考えです。 

 

（2016.2.10 朝日朝刊より） 

 

東京電力福島第一原発の汚染水対策として 1～4

号機を凍土壁で囲む計画で、地下水が建屋に建屋に

流れ込むのを防ぐために海側の凍土壁から運用を始

め、様子を見ながら山側も段階的に凍らせる方針を

原子力規制委員会が了解しました。 

 

（2016.2.16 朝日朝刊により） 

 

関西電力は美浜原発 1,2号機の廃炉計画の認可を

原子力規制委員会に申請しました。作業は 2016年度

から始めても 45年度までかかり、費用は計 680億円

を見込んでいます。 
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（2016.2.13 朝日朝刊より） 

 

原子力規制委員会は、東京電力柏崎刈羽原子力発

電所 6,7号機の再稼働の前提となる安全審査で、防

潮堤の下を通る断層について「活断層ではない」と

する東電の主張を了承しました。 

 

（2016.2.13 日経朝刊より） 

原子力規制委員会は、運転開始から 40年を超えた

高浜原発 1,2号機の新規制基準に基づく審査の主要

部分を終えました。実際に再稼働するには、今年 7

篤の運転延長認可の期限までに、詳しい設備の設計

の認可などを受ける必要があります。 

 

（2016.2.19 朝日朝刊より） 

 

原子力規制委員会は、運転開始から 40年を過ぎた

関西電力高浜原子力発電所 1,2号機について、再稼

働に必要な安全審査の合格を内定しました。 

 

（2016.2.25 日経朝刊より） 

 

東京電力福島第一原発事故後に運転期間を 40年

とする原則が法律で定めてから約 3年半になります。

運転開始から 40年を超えた関西電力高浜原発 1,2

号機が新規規制基準に適合すると認められました。 

 

（2016.2.25 朝日朝刊より） 

関西電力高浜原発 4号機が再稼働しました。 
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（2016.2.27 朝日朝刊より） 

 

使用済み核燃料を再処理して作るウラン・プルト

ニウム MOX 燃料は通常のウラン燃料より数倍高価

なことが、財務省の貿易統計などからわかりました。

高浜で使う MOX 燃料は 1本約 9億円となっていま

す。 

 

（2016.2.29 朝日朝刊より） 

 

 

 

そ  の  他 

 

石炭火力発電所の新設計画で、アセスで意義を唱

えていた環境省が電力業界の対策などを条件に容認

に転じることになりました。 

 

（2016.2.7 朝日朝刊より） 

 

環境省は、効率の悪い石炭火力発電所の新設を認

めず、経産省や電力業界が進める温暖化削減計画の

進捗を環境省が毎年点検することなどを条件に、石

炭火力発電所の新設計画を容認しました。 

 

（2016.2.9 日経夕刊より） 

 

トヨタ自動車は年内にも工場のエネルギー源とし

て水素を活用します。福岡県や九州大学と組んで実

証実験に着手し、2020年の本格導入を目指します。 
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（2016.2.10 日経朝刊より） 

 

火力発電所や工場の燃料となる発電用原油や重油

の国際価格が下落しています。 

 

（2016.2.23 日経朝刊より） 


